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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　質量％で、
Ｃ　：０．６７％以上、０．７５％未満、
Ｓｉ：２．０～２．５％、
Ｍｎ：０．５～１．２％、
Ｃｒ：０．８～１．３％、
Ｖ　：０．０３～０．１１％、
Ｍｏ：０．０５～０．２５％、
Ｗ　：０．０５～０．３０％、及び
Ｎ　：０．００３～０．００７％
を含有し、Ｍｎ及びＶの含有量の合計が、０．７０％≦Ｍｎ＋Ｖ≦１．２７％、であり、
Ｍｏ及びＷの含有量の合計が、０．１３％≦Ｍｏ＋Ｗ≦０．３５％、であり、
Ｐ　：０．０２５％以下、
Ｓ　：０．０２５％以下、及び
Ａｌ：０．００３％以下
に制限し、残部が鉄及び不可避的不純物からなり、金属組織が体積率で６％超１５％以下
の残留オーステナイトと焼戻しマルテンサイトとからなり、旧オーステナイト粒度番号が
１０番以上であり、円相当径が０．２～０．５μｍの球状炭化物の存在密度が０．０６個
／μｍ２以下、円相当径が０．５μｍ超の球状炭化物の存在密度が０．０１個／μｍ２以
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下であり、引張強度が２１００～２３５０ＭＰａであることを特徴とする高強度ばね用鋼
線。
【請求項２】
　降伏強度が１４７０～１９８０ＭＰａであることを特徴とする請求項１に記載の高強度
ばね用鋼線。
【請求項３】
　５００℃で１時間保持する加熱処理後のビッカース硬さが５７０以上であることを特徴
とする請求項１又は２に記載の高強度ばね用鋼線。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、冷間でコイリングされ、更に、熱処理、窒化処理、ショットピーニングなど
を施して製造される高強度ばねの素材として用いられる高強度ばね用鋼線に関するもので
ある。
【背景技術】
【０００２】
　自動車の軽量化、高性能化に伴い、自動車エンジンの弁ばね、サスペンションの懸架ば
ね、クラッチばね、ブレーキばね等のばねへの負荷が増大し、近年では引張強度が２００
０ＭＰａを超える高強度ばね用鋼線が要求されている。
　高強度ばねを製造する際には、素材である高強度ばね用鋼線を冷間でコイリング（冷間
コイリング）し、更に、歪取り焼鈍などの熱処理や、窒化処理が施される。そのため、高
強度ばね用鋼線には、加熱による軟化の抑制、即ち、焼戻し軟化抵抗が要求される。
　また、ばねには疲労特性が要求されるため、高強度ばね用鋼線を素材とし、更に、窒化
処理やショットピーニングによって、ばねの表層の硬度を高めている。
　しかし、ばねの耐久性のうち、へたり特性については表層の硬度で決まるものではなく
、ばねの母材の硬度が大きく影響する。そのため、へたり特性を向上させるためにも、高
強度ばね用鋼線の焼戻し軟化抵抗が重要である。
　更に、冷間コイリングの場合、素材である高強度ばね用鋼線を製造する際に、急速加熱
及び急速冷却が可能なオイルテンパー処理や高周波処理などを用いることができる。その
ため、ばね用鋼線の旧オーステナイト粒径を小さくすることが可能であり、破壊特性に優
れたばねが得られる。
　しかし、ばね用鋼線の強度が高くなると、冷間コイリングでは、折損が発生し、ばね形
状に成形できないこともある。
　このような問題に対して、本発明者らの一部は、残留オーステナイト、非金属介在物、
炭化物などを制御した高強度ばね用鋼線を提案している（例えば、特許文献１～６、参照
）。
　特許文献１及び２で提案した高強度ばね鋼は、冷間コイリングによって加工誘起マルテ
ンサイトに変態し、加工性を低下させる残留オーステナイトの生成や、破壊の起点となる
非金属介在物を抑制したものである。
　また、特許文献３で提案した高強度ばね鋼は、炭化物を制御し、旧オーステナイトを微
細化し、強度と冷間コイリング性との両立を図ったものである。
　更に、特許文献４～７で提案した高強度ばね鋼は、残留オーステナイト及び炭化物を制
御し、旧オーステナイトを微細化し、強度と冷間コイリング性との両立を図ったものであ
る。特に、破壊起点となる粗大な酸化物や炭化物の生成を抑制し、炭化物の析出状態に加
えて、残留オーステナイトを制御して、高強度ばね用鋼線の疲労特性及び加工性の劣化を
抑制したものである。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開２０００－１６９９３７号公報
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【特許文献２】特開２００３－３２４１号公報
【特許文献３】特開２００２－１８０１９８号公報
【特許文献４】特開２００２－２３５１５１号公報
【特許文献５】特開２００６－１８３１３７号公報
【特許文献６】特開２００６－３４２４００号公報
【特許文献７】国際公開第ＷＯ２００７／１１４４９１号
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　しかし、近年、高強度ばねの耐久性を高めるために、窒化処理の高温化が検討されてい
る。そのため、高強度ばね用鋼線には、焼戻し軟化抵抗の更なる向上が要求されるように
なった。
　特許文献４～７で提案した高強度ばね用鋼線は、強度と冷間コイリング性との両立につ
いては改善できたものの、焼戻し軟化抵抗と冷間コイリング性との両立については検討が
十分ではなかった。
　本発明は、冷間コイリング性に優れ、５００℃で１時間保持された後であっても引張強
度及び硬度を維持する、優れた焼戻し軟化抵抗を有する高強度ばね用鋼線を提供すること
を目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００５】
　本発明者らは、Ｃ、Ｓｉ、Ｍｎ、Ｃｒ、Ｖの含有量を厳密に制御して球状炭化物の生成
を抑制し、かつ残留オーステナイトを活用することにより、ばね用鋼線の強度及び冷間コ
イリング性が従来よりも向上するという知見を得た。
　更に、本発明者らは、従来よりも高温で焼戻しを行った際の、高強度ばね用鋼線の焼戻
し軟化抵抗についても検討を行った。
　その結果、高強度ばね用鋼線の焼戻し軟化抵抗を向上させるには、Ｍｏ及びＷを複合添
加し、Ｍｏ及びＷの含有量の合計（Ｍｏ＋Ｗ）を制御することが必要であるという知見を
得た。
　本発明はこのような知見に基づいてなされたものであり、その発明の要旨は以下のとお
りである。
　（１）　質量％で、
Ｃ　：０．６７％以上、０．７５％未満、
Ｓｉ：２．０～２．５％、
Ｍｎ：０．５～１．２％、
Ｃｒ：０．８～１．３％、
Ｖ　：０．０３～０．１１％、
Ｍｏ：０．０５～０．２５％、
Ｗ　：０．０５～０．３０％、及び
Ｎ　：０．００３～０．００７％
を含有し、Ｍｎ及びＶの含有量の合計が、０．７０％≦Ｍｎ＋Ｖ≦１．２７％であり、Ｍ
ｏ及びＷの含有量の合計が、０．１３％≦Ｍｏ＋Ｗ≦０．３５％であり、
Ｐ　：０．０２５％以下、
Ｓ　：０．０２５％以下、及び
Ａｌ：０．００３％以下
に制限し、残部が鉄及び不可避的不純物からなり、金属組織が体積率で６％超１５％以下
の残留オーステナイトと焼戻しマルテンサイトとからなり、旧オーステナイト粒度番号が
１０番以上であり、円相当径が０．２～０．５μｍの球状炭化物の存在密度が０．０６個
／μｍ２以下、円相当径が０．５μｍ超の球状炭化物の存在密度が０．０１個／μｍ２以
下であり、引張強度が２１００～２３５０ＭＰａであることを特徴とする高強度ばね用鋼
線。
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　（２）　降伏強度が１４７０～１９８０ＭＰａであることを特徴とする上記（１）に記
載の高強度ばね用鋼線。
　（３）　５００℃で１時間保持する加熱処理後のビッカース硬さが５７０以上であるこ
とを特徴とする上記（１）又は（２）に記載の高強度ばね用鋼線。
【発明の効果】
【０００６】
　本発明によれば、冷間コイリング性に優れ、かつ、高温加熱後も引張強度及び硬度を維
持する、優れた軟化抵抗に優れた高強度ばね用鋼線を提供することができ、耐久性に優れ
た高強度ばねを得ることができる。
【図面の簡単な説明】
【０００７】
　図１は、本発明の高強度ばね用鋼線の球状炭化物の一例を示す図である。
　図２は、試験片にノッチを設けるポンチの形状を示す図である。
　図３は、試験片にノッチを設ける工程を示す図である。
　図４は、ノッチ曲げ試験の概要を示す図である。
　図５は、ノッチ曲げ角度の測定方法を示す図である。
【発明を実施するための形態】
【０００８】
　本発明は、特に、冷間コイリング性及び焼戻し軟化抵抗に優れる高強度ばね用鋼線であ
り、本発明の鋼線を素材として製造された高強度ばねは、疲労特性及びへたり特性に優れ
る。
　本発明の高強度ばね用鋼線は、従来よりも更に、破壊の起点となる粗大な球状炭化物の
生成を抑制するため、Ｃ及びＶの添加量を最適な範囲としている。
　また、従来よりも強度を高め、かつ、冷間コイリング性を確保するために、Ｍｎ及びＶ
の添加量を最適化し、残留オーステナイトの変態誘起塑性による延性の向上を利用してい
る。
　更には、従来よりも高温での熱処理を施した後でも硬度を維持することができるように
、Ｍｏ及びＷの添加量を最適化して、焼戻し軟化抵抗を向上させている。
　まず、本発明の高強度ばね用鋼線の成分について説明する。ここで、成分についての％
は、質量％を意味する。
　Ｃ：０．６７％以上、０．７５％未満
　Ｃは、鋼材の強度に大きな影響を及ぼし、残留オーステナイトの生成にも寄与する重要
な元素である。本発明では、十分な強度を得られるように、Ｃ量は０．６７％以上とする
。好ましくは０．７０％超である。
　一方、Ｃ量が０．７５％以上になると、過共析となり、粗大なセメンタイトが多量に析
出し、靱性が著しく低下する。また、Ｃ量が過剰であると、粗大な球状炭化物が生成し、
コイリング性を損なう。したがって、Ｃ量は０．７５％未満とする。
　Ｓｉ：２．０～２．５％
　Ｓｉは、鋼の焼戻し軟化抵抗及びばねのへたり特性を向上させる重要な元素であり、２
．０％以上添加することが必要である。また、Ｓｉは、セメンタイトの球状化及び微細化
にも有効であり、粗大な球状炭化物の生成を抑制するために、２．１％以上のＳｉを添加
することが好ましい。窒化処理など、表層を硬化させる処理を行った後、内部硬度を高め
るためには、２．２％以上のＳｉを添加することが好ましい。一方、Ｓｉを過剰に添加す
ると、鋼線が硬化し、脆化するため、Ｓｉ量の上限を２．５％とする。
　Ｍｎ：０．５～１．２％
　Ｍｎは、焼入れ性を高め、残留オーステナイト量を安定的に確保するために重要な元素
である。本発明では、鋼線の引張強度を高め、残留オーステナイトを確保するために、Ｍ
ｎを０．５％以上添加する。一方、Ｍｎを過剰に添加すると、残留オーステナイトが増加
し、加工時に、加工誘起マルテンサイトが生成し、冷間コイリング性を損なう。過剰なＭ
ｎの添加による脆化を防止するために、Ｍｎ量の上限を１．２％以下とする。
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　また、引張強度を高めるためには、Ｍｎ量を０．６５％以上にすることが好ましい。一
方、冷間コイリング性を向上させる場合には、Ｍｎ量を１．１％以下にすることが好まし
い。更に好ましいＭｎ量の上限は、０．９０％以下である。
　Ｖ：０．０３～０．２０％
　Ｖは、窒化物、炭化物、炭窒化物を生成する元素である。円相当径が０．２μｍ未満で
ある微細なＶの窒化物、炭化物、炭窒化物は、旧オーステナイトの微細化に有効であり、
また、窒化処理による表層の硬化にも利用することができる。
　これらの効果を得るためには、Ｖを０．０３％以上添加することが必要である。残留オ
ーステナイト量を確保するためには、Ｖを０．０５％以上添加することが好ましい。
　一方、０．２０％超のＶを添加すると、粗大な球状炭化物が生成し、冷間コイリング性
及びばねの疲労特性を損なう。したがって、Ｖ量の上限を０．２％とする。また、Ｖの添
加によって、伸線加工前に、割れや伸線時の断線の原因となる過冷組織を生じ易くなる。
そのため、Ｖ量の上限を０．１５％にすることが好ましい。
　また、Ｖは、Ｍｎと同様に残留オーステナイトの生成に大きく影響する元素であるため
、Ｖ量を、Ｍｎ量とともに、精密に制御することが必要である。
　０．７０％≦Ｍｎ＋Ｖ≦１．２７％
　ＭｎとＶは焼入れ性を向上させる元素であり、残留オーステナイトの生成に対する影響
も大きい。そのため、本発明では、Ｍｎ及びＶの含有量の合計（Ｍｎ＋Ｖ）を０．７～１
．２７％とする。
　体積率で６％超の残留オーステナイト量を確保するには、（Ｍｎ＋Ｖ）の下限値を０．
７％とすることが必要である。その結果、変態誘起塑性によって延性が向上し、冷間コイ
リング性を確保することができる。
　一方、残留オーステナイトを体積率で１５％以下にするには、（Ｍｎ＋Ｖ）の上限値を
１．２７％にすることが必要である。これにより、冷間コイリング時の打ち疵による加工
誘起マルテンサイトの生成が抑制され、局所的な脆化を防止することができる。降伏強度
を高めるには、（Ｍｎ＋Ｖ）の上限値を１．２５％にすることが好ましい。
　Ｍｏ：０．０５～０．２５％
　Ｍｏは、焼入れ性を高める元素であり、また、焼戻し軟化抵抗の向上にも極めて有効で
ある。本発明では、特に、焼戻し軟化抵抗を高めるため、０．０５％以上のＭｏを添加す
る。また、Ｍｏは、鋼中でＭｏ系炭化物を生成する元素でもあり、Ｍｏ系炭化物が析出す
る温度は、Ｖ等の炭化物に比べると低い。そのため、適量のＭｏの添加は炭化物の粗大化
の抑制にも有効であり、０．１０％以上のＭｏを添加することが好ましい。
　一方、Ｍｏの添加量が０．２５％を超えると、熱間圧延や、伸線加工前のパテンティン
グなどで過冷組織を生じ易くなる。したがって、割れや伸線時の断線の原因となる過冷組
織の生成を抑制するため、Ｍｏ量の上限を０．２５％とする。また、Ｍｏ量が多いと、パ
テンティング処理で、パーライト変態終了までの時間が長くなるため、Ｍｏ量を０．１５
％以下にすることが好ましい。
　Ｗ：０．０５～０．３０％
　Ｗは、Ｍｏと同様、焼入れ性及び焼戻し軟化抵抗の向上に有効な元素であり、かつ、鋼
中で炭化物として析出する元素である。本発明では、特に、焼戻し軟化抵抗を高めるため
、０．０５％以上のＷを添加する。
　一方、Ｗを過剰に添加すると、割れや伸線時の断線の原因となる過冷組織の生成を抑制
するため、Ｗ量を０．３０％以下にすることが必要である。更に、熱処理の容易性などを
考慮すると、Ｗ量は、０．１０～０．２０％が好ましく、更には０．１３～０．１８％が
好ましい。
　０．１３％≦Ｍｏ＋Ｗ≦０．３５％
　Ｍｏ及びＷは、焼戻し軟化抵抗の向上に有効な元素であり、本発明では、両者を複合し
て添加する。その結果、Ｍｏ、Ｗを単独で添加するよりも、炭化物の成長が抑制され、焼
戻し軟化抵抗を著しく高めることができる。特に、５００℃に加熱した際の焼戻し軟化抵
抗を高めるには、（Ｍｏ＋Ｗ）を０．１３％以上にすることが必要である。焼戻し軟化抵
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抗を更に高めるには、（Ｍｏ＋Ｗ）を０．１５％以上にすることが好ましい。
　一方、（Ｍｏ＋Ｗ）が０．３５％を超えると、熱間圧延や、伸線加工前のパテンティン
グなどでマルテンサイトやベイナイトなどのいわゆる過冷組織を生じる。したがって、割
れや伸線時の断線の原因となる過冷組織の生成を抑制するため、（Ｍｏ＋Ｗ）の上限を０
．３５％とする。また、後述する球状炭化物の個数をできるだけ少なくし、焼戻し軟化抵
抗をより向上させ、かつ、冷間コイリング性の劣化の防止をより効果的なものとする観点
から、（Ｍｏ＋Ｗ）の上限は、０．２４％とすることが好ましい。
　Ｃｒ：０．８～１．３％
　Ｃｒは、焼入れ性及び焼戻し軟化抵抗を向上させるために有効な元素であり、本発明で
は、０．８％以上のＣｒを添加する。窒化処理を行う場合には、Ｃｒの添加によって窒化
による硬化層を深くすることができる。したがって、窒化での硬化と窒化温度での軟化抵
抗を付与する場合には、１．０％超のＣｒを添加することが好ましい。
　一方、Ｃｒ量が過剰であると、製造コストが高くなるだけでなく、炭化物の溶解を阻害
し、未溶解炭化物が多くなりコイリング性を阻害するため、Ｃｒ量の上限を１．３％とす
る。また、Ｃ量が多い場合は、粗大なセメンタイトの生成を抑制するために、Ｃｒ量を１
．２％以下に抑制することが好ましい。更に、強度とコイリング性とを両立させるために
は、Ｃｒ量の上限を１．１％にすることが好ましい。
　Ｎ：０．００３～０．００７％
　Ｎは、本発明では、鋼中に含まれるＶと窒化物を形成する元素である。微細な窒化物を
利用し、旧オーステナイトを微細化するために、本発明では、０．００３％以上のＮを含
有させる。
　一方、Ｎ量が過剰であると、窒化物が粗大化し、冷間コイリング性や疲労特性が低下す
る。したがって、Ｎ量の上限を０．００７％とする。また、熱処理などの容易性を考慮す
るとＮ量の上限は０．００５％が好ましい。
　Ｐ：０．０２５％以下
　Ｐは不純物であり、鋼を硬化させ、偏析を生じ、脆化させるため、Ｐ量を０．０２５％
以下に制限する。また、旧オーステナイト粒界に偏析したＰは、靭性や耐遅れ破壊特性な
どを低下させるため、Ｐ量を０．０１５％以下に制限することが好ましい。更に、鋼線の
引張強度が２１５０ＭＰａを超えるような場合には、Ｐ量を０．０１０％未満に制限する
ことが好ましい。
　Ｓ：０．０２５％以下
　Ｓも不純物であり、鋼中に存在すると鋼を脆化させるため、Ｓ量を０．０２５％以下に
制限する。Ｓの影響を抑制するには、Ｍｎの添加が有効である。しかし、ＭｎＳは介在物
であり、特に高強度鋼では、ＭｎＳが破壊の起点になることがある。したがって、破壊の
発生を抑制するには、Ｓ量を０．０１５％以下に制限することが好ましい。更に、鋼線の
引張強度が２１５０ＭＰａを超えるような場合には、Ｓ量を０．０１０％未満に制限する
ことが好ましい。
　Ａｌ：０．００３％以下
　Ａｌは脱酸元素であり、酸化物の生成に影響し、硬質の酸化物を生成すると、疲労耐久
性が低下する。特に、高強度ばねにおいては、Ａｌを過剰に添加すると、疲労強度がばら
ついて、安定性を損なう。本発明の高強度ばね用鋼線では、Ａｌ量が０．００３％を超え
ると、介在物に起因する破断発生率が多くなるため、Ａｌ量を０．００３％以下に制限す
る。
　次に、本発明の高強度ばね用鋼線の金属組織について説明する。本発明の高強度ばね用
鋼線の金属組織は、体積率で６％超、１５％以下の残留オーステナイトと、焼戻しマルテ
ンサイトとからなる。
　旧オーステナイト粒度番号：１０番以上
　本発明の高強度ばね用鋼線は、焼戻しマルテンサイトを主要な組織としており、旧オー
ステナイト粒度が特性に大きな影響を及ぼす。即ち、旧オーステナイトの粒径を微細にす
ると、細粒化の効果により、疲労特性やコイリング性が向上する。
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　本発明では、十分な疲労特性やコイリング性を得るため、旧オーステナイト粒度番号を
１０番以上とする。旧オーステナイトの微細化は、特に高強度ばね用鋼線の特性の向上に
有効であり、旧オーステナイト粒度番号を１１番、更には１２番以上とすることが好まし
い。
　旧オーステナイトの粒径を微細にするには、焼入れの加熱温度の低下や、加熱時間の短
縮が有効である。しかし、過剰に焼入れ時の加熱温度を低下させ、加熱時間を短縮すると
、粗大な球状炭化物が残存する可能性がある。そのため、旧オーステナイト粒度番号の好
ましい上限は、１３．５番以下である。なお、旧オーステナイト粒度番号は、ＪＩＳ　Ｇ
　０５５１に準拠して測定する。
　残留オーステナイト：６％超～１５％（体積率）
　残留オーステナイトは、冷間コイリング性の向上に有効である。本発明では、冷間コイ
リング性を確保するために、残留オーステナイトの体積率を６％超とする。
　一方、残留オーステナイトが体積率で１５％を超えると、加工誘起変態によって生成し
たマルテンサイトにより、冷間コイリング特性が低下する。したがって、残留オーステナ
イトの体積率を１５％以下とする。
　残留オーステナイトの体積率は、Ｘ線回折法や、磁気測定法によって求めることができ
る。このうち、磁気測定法は、簡便に残留オーステナイトの体積率を測定できる好ましい
測定方法である。
　また、残留オーステナイトは、焼戻しマルテンサイトに比べて軟質であるため降伏強度
を低下させ、また、変態誘起塑性によって延性を向上させるため、冷間コイリング性の向
上に著しく寄与する。
　一方、残留オーステナイトは、偏析部、旧オーステナイト粒界やサブグレインに挟まれ
た領域付近に残留することが多いため、加工誘起変態によって生成したマルテンサイト（
加工誘起マルテンサイト）が、破壊の起点となる。
　そして、残留オーステナイトが増加すると、相対的に焼戻しマルテンサイトが減少する
。金属組織は、残留オーステナイトと焼き戻しマルテンサイトとからなっている。
　そのため、従来は、残留オーステナイトによる強度及び冷間コイリング性の低下が問題
とされていた。しかし、２０００ＭＰａを超える高強度が要求される本発明のばね用鋼線
では、Ｃ、Ｓｉ、Ｍｎ、Ｃｒなどの添加量が多くなるため、冷間コイリング性の向上には
残留オーステナイトの変態誘起塑性の利用が極めて有効である。
　また、最近では、高精度のばね加工技術により、ばね成形時に生成する加工誘起マルテ
ンサイトによって、局部的な高硬度部が生成しても、ある程度、コイリング特性の劣化を
抑制することが可能になった。
　球状炭化物
　本発明の高強度ばね用鋼線は、強度を高めるために、Ｃに加えて、Ｍｎ、Ｖ、Ｃｒ、Ｍ
ｏ、Ｗなど、いわゆる合金元素を添加する。
　Ｃや、特に、Ｖ、Ｃｒなどの窒化物、炭化物、炭窒化物を形成する合金元素を多量に添
加した場合、球状のセメンタイト系炭化物及び合金系炭化物が鋼中に残留し易くなる。
　球状のセメンタイト系炭化物及び合金系炭化物は、熱間圧延の加熱時に鋼中に固溶しな
かった、未溶解炭化物である。なお、本発明では、球状の合金系炭化物及び球状のセメン
タイト系炭化物を総称して球状炭化物という。
　球状炭化物は、高強度ばね用鋼線から採取した試料を鏡面研磨し、ピクラールによるエ
ッチングや、電解エッチングなどを施すと、走査型電子顕微鏡（ＳＥＭ）による観察が可
能になる。また、透過型電子顕微鏡（ＴＥＭ）のレプリカ法で観察することもできる。
　図１に、電解エッチング後の試料をＳＥＭによって観察した組織の一例を示す。
　図１の組織写真では、鋼にはマトリックスの針状組織と球状組織の２種が認められる。
このうち、針状組織は、焼入れ焼戻しによって生成した、焼戻しマルテンサイトである。
　一方、球状組織は、熱間圧延の加熱によって鋼中に固溶せず、オイルテンパー処理や高
周波処理による焼入れ焼戻しによって、球状化した炭化物（球状炭化物）１である。
　本発明では、球状炭化物が、高強度ばね用鋼線の特性に影響を及ぼすため、サイズと密
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度を以下のように制御する。本発明では、従来技術に比べて、更に微細な球状炭化物につ
いて規定し、より高い性能と加工性の両立を図っている。
　円相当径で０．２μｍ未満の球状炭化物は、鋼の強度、焼戻し軟化抵抗を確保するため
に有効である。一方、円相当径で０．２μｍ以上の球状炭化物は、強度や焼戻し軟化抵抗
の向上に寄与せず、冷間コイリング性を劣化させる。そのため、本発明では、円相当径で
０．２μｍ以上の球状炭化物の存在密度を制御する。
　更に、円相当径で０．５μｍ超の球状炭化物は、特性を著しく劣化させる。したがって
、円相当径で０．２～０．５μｍの球状炭化物の場合に比べて、円相当径で０．５μｍ超
の球状炭化物の存在密度を、更に制限することが必要である。
　円相当径が０．２～０．５μｍの球状炭化物の存在密度：０．０６個／μｍ２以下
　本発明の高強度ばね用鋼線は、強度が極めて高いため、円相当径で０．２～０．５μｍ
の球状炭化物も冷間コイリング性に有害であるので、少ないほうが好ましい。そのため、
円相当径の平均粒径が０．２～０．５μｍの球状炭化物の存在密度を０．０６個／μｍ２

以下に制限した。
　円相当径が０．５μｍ超の球状炭化物の存在密度：０．０１個／μｍ２以下
　円相当径で０．５μｍ超の球状炭化物は、円相当径で０．２～０．５μｍの球状炭化物
に比べて、機械的性質や加工性を著しく劣化させるので、少ないほうが好ましい。そのた
め、円相当径で０．５μｍ超の球状炭化物の存在密度を０．０１個／μｍ２以下に制限し
た。
　ここで、球状炭化物の円相当径及び存在密度の測定方法について説明する。高強度ばね
用鋼線から採取した試料を研磨し、電解エッチングする。なお、観察部位は、脱炭や中心
偏析などの特殊な状況を排除できるように、熱処理線材（鋼線）の半径の中央付近、いわ
ゆる１／２Ｒ部を無作為に観察する。なお、測定面積は３００μｍ２以上とする。
　電解エッチングは、電解液（アセチルアセトン１０ｍａｓｓ％、テトラメチルアンモニ
ウムクロライド１ｍａｓｓ％、残成分メチルアルコールの混合液）中にサンプルを陽極、
白金を陰極として、低電位による電流発生装置を用いて、電解作用によりサンプル表面を
腐食させて行う。
　電位は－５０～－２００ｍＶ　ｖｓ　ＳＣＥの範囲で、それぞれのサンプルに適した電
位で一定とする。本発明の鋼線に対しては、－１００ｍＶ　ｖｓ　ＳＣＥで一定にするこ
とが好ましい。
　通電量は、試料の総表面積×０．１３３［ｃ／ｃｍ２］で求めることができる。なお、
試料を樹脂に埋め込んだ場合、研磨面だけでなく、樹脂内の試料面の面積も加えて試料の
総表面積を算出する。
　通電を開始してから１０ｓ保持した後、通電を停止し、洗浄する。その後、試料をＳＥ
Ｍで観察し、球状炭化物の組織写真を撮影する。ＳＥＭで、比較的白く観察され、長径と
短径の比（アスペクト比）が２以下の組織が球状炭化物である。ＳＥＭでの撮影倍率は１
０００倍以上であり、５０００～２００００倍が好ましい。
　このようにして撮影したＳＥＭ組織写真を画像処理し、円相当径を算出し、測定視野内
に見られる円相当径０．２～０．５μｍ及び０．５μｍ超の球状炭化物の存在密度を測定
する。
　次に、本発明の高強度ばね用鋼線の機械特性について説明する。
　ばねの小型化や軽量化を図るためには、素材であるばね用鋼線の高強度化が有効である
。また、このような高強度のばね用鋼線を素材としたばねには優れた疲労強度が要求され
る。
　本発明の高強度ばねは、素材である鋼線を曲げ加工して所望の形状とし、窒化処理、シ
ョットピーニングなど、表面を硬化させる処理を施して製造される。
　窒化処理では、５００℃程度に加熱されるため、ばねは、素材である鋼線よりも軟化す
ることがある。したがって、ばねを高強度化し、疲労特性を高めるには、素材である鋼線
の引張強度を確保することが必要になる。
　また、高強度ばね用鋼線を所望の形状のばねに加工するためには、冷間コイリング性が
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要求されるため、引張強度の上限を制限することが必要である。
　引張強度：２１００～２３５０ＭＰａ
　ばね用鋼線の引張強度が高ければ、窒化処理などの表面を硬化する処理を施したばねの
疲労特性及びへたり特性を高めることができる。
　本発明では、ばねの疲労特性及びへたり特性を高めるために、ばね用鋼線の引張強度を
２１００ＭＰａ以上とする。また、ばね用鋼線の引張強度が高いほど、ばねの疲労特性が
向上するため、ばね用鋼線の引張強度を好ましくは２２００ＭＰａ以上、更に好ましくは
２２５０ＭＰａ以上とする。
　一方、ばね用鋼線の引張強度が高すぎると冷間コイリング性が低下するため、引張強度
を２３５０ＭＰａ以下とする。
　冷間コイリング性は、後述するノッチ曲げ試験で、より正確に評価することができる。
ばね用鋼線の引張強度が過度に高く、冷間コイリング時にばね用鋼線が破損するような場
合であっても、ばね用鋼線の曲げ特性が優れる場合には、冷間コイリングが可能であるた
めである。これは、冷間コイリングの際に鋼線に作用するのは、主として曲げ応力である
ことによる。ノッチ曲げ角度は２８度以上であることが好ましく、３０度以上であること
がより好ましい。
　降伏強度：１４７０～１９８０ＭＰａ
　繰り返し応力によって弾性変形するばねの強度や耐へたり性を確保するためには、降伏
強度を高めることが好ましい。なお、本発明において、降伏強度とは、応力－歪み曲線で
、降伏点が明瞭である場合は上降伏点であり、降伏点が明瞭でない場合は０．２％耐力で
ある。
　ばねの降伏強度を高めるには、素材であるばね用鋼線の降伏強度を高めることが好まし
い。一方、ばね用鋼線の降伏強度が過度に高くなると、冷間コイリング性を損なうことが
ある。
　したがって、ばね用鋼線の降伏強度は、ばねの強度や耐へたり性を確保するために、１
４７０ＭＰａ以上にすることが好ましい。
　一方、降伏強度が１９８０ＭＰａを超えると、冷間コイリング性を損なうことがあるた
め、降伏強度を１９８０ＭＰａ以下とすることが好ましい。
　また、ばね用鋼線の降伏強度を高めるには、残留オーステナイトの体積率を低下させる
ことが好ましい。
　５００℃で１時間保持する加熱処理後のビッカース硬さ：５７０以上
　高強度ばねは、窒化処理の際に、例えば、５００℃程度に加熱される。従来、加熱温度
が５００℃になると、鋼線の軟化を抑制することが困難であった。
　本発明の高強度ばね用鋼線は、焼戻し軟化抵抗に優れており、５００℃で加熱した後の
ばねの疲労特性及びへたり性を確保することができる。
　なお、本発明では、焼戻し軟化抵抗の指標を、５００℃で１時間保持する加熱処理後の
ビッカース硬さとする。ビッカース硬さの測定は、焼入れの際に、鋼線の表層の温度が内
部よりも高くなることがあるため、表面から５００μｍ深さ位置で行うことが好ましい。
　ばねの疲労特性及びへたり性を確保するには、５００℃で１時間保持する加熱処理後の
ビッカース硬さは、５７０以上であればよく、更には５７５以上とすることが好ましい。
　一方、５００℃で１時間保持する加熱処理後のビッカース硬さの上限は、特に規定しな
いが、加熱処理前のビッカース硬さを超えることはないため、通常、その上限は７８３で
ある。
　また、本発明の高強度ばね用鋼線を素材として高強度ばねを製造する場合、ショットピ
ーニングや窒化処理などにより、表層は硬化する。
　一方、内部の硬さ、即ち、高強度ばねの表面から５００μｍ深さ位置におけるビッカー
ス硬さ（内部硬度）は、窒化処理時の加熱の影響を受ける。したがって、実際にばねを製
造する際には、窒化処理の温度によって内部硬度が変動する。
　しかし、高強度ばねの場合、内部硬度の低下を避けるため、窒化処理の温度を低温に制
御することが一般的である。そのため、ばねの内部硬度は、素材である鋼線を５００℃で
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１時間保持する加熱処理した後のビッカース硬さに比べて、より高くなると考えられる。
　したがって、本発明の高強度ばね用鋼線を素材とする高強度ばねは、内部硬度がビッカ
ース硬さで５７０以上となり、極めて優れた疲労特性及びへたり性を有する。
　なお、本発明の高強度ばね用鋼線を素材として、高強度ばねを製造する際には、冷間コ
イリング及び窒化処理が施される。そのため、高強度ばねの、表面から５００μｍ深さ位
置での残留オーステナイトは、素材に比べて、若干、減少する。しかし、成分組成、球状
炭化物、旧オーステナイト結晶粒度は、冷間コイリング及び窒化処理による影響が小さい
と考えられる。
　したがって、本発明の高強度ばね用鋼線を素材とする高強度ばねの成分組成、球状炭化
物、旧オーステナイト結晶粒度は、本発明の高強度ばね用鋼線の成分組成、球状炭化物、
旧オーステナイト結晶粒度と同様である。
　例えば、本発明の高強度ばね用鋼線を使って製作されたばねのうち、内燃機関用のバル
ブスプリングとして使用した際には、従来材と比べて耐久性を維持したまま線径を細くし
て動弁系フリクションを下げることが可能となる。
　また、バルブリフト量の増加や高回転化も可能となる他、従来のものに対して全長や外
径の小型化が可能となるなど、内燃機関への寄与の優れたものである。
　次に、本発明の高強度ばね用鋼線の製造方法について説明する。
　本発明の高強度ばね用鋼線は、鋼片を加熱して熱間圧延し、パテンティング処理後、シ
ェービングを施し、更に、硬化層を軟質化するための焼鈍を行い、伸線加工して、焼入れ
及び焼戻しを施して製造する。
　パテンティング処理は、熱間圧延後の鋼線の組織をフェライト・パーライトとする熱処
理であり、伸線加工前に鋼線を軟化させるために行う。
　伸線加工後、オイルテンパー処理や高周波処理などの焼入れ及び焼戻しを施し、鋼線の
組織及び特性を調整する。
　本発明の高強度ばね用鋼線を製造する際には、球状炭化物の粗大化を防止することが必
要である。一般に、鋼片を製造する際には冷却速度が遅いため、炭化物が粗大化し易い。
そのため、本発明では、特に、熱間圧延の加熱温度が重要である。
　熱間圧延では、鋼片を１１００℃以上に加熱し、粗大な炭化物の固溶を促進する。粗大
な球状炭化物の生成を防止するためには、鋼片に生じた粗大な炭化物を鋼中に固溶させる
ことが必要であり、加熱温度を高めることが好ましい。そのため、熱間圧延の好ましい加
熱温度は１１５０℃以上であり、更に好ましくは加熱温度を１２００℃以上とする。
　加熱炉から抽出した後は、温度が低下して析出物が成長する。そのため、加熱炉から抽
出した後、５分以内に熱間圧延を完了させることが好ましい。
　熱間圧延後、鋼線にパテンティングを施す。このパテンティングの加熱温度は、炭化物
の固溶を促進するために、９３０℃以上の高温であることが好ましく、更には９５０℃以
上が好ましい。
　要求される線材径や精度によって伸線工程が省略される場合、伸線工程に先立つパテン
ティング工程も省略されることがある。その場合は、焼入れの加熱によって、炭化物の固
溶を促進することが重要になる。
　伸線加工後の焼入れは、鋼線をＡ３点以上の温度に加熱した後に行う。炭化物の固溶を
促進するためには、焼入れの加熱温度を高くすることが好ましい。
　焼入れの前の加熱では、炭化物の成長を抑制するため、加熱速度を１０℃／ｓ以上、保
時時間を５分以下とすることが好ましい。また、オーステナイトの粒成長を抑制するため
に、保持時間を短くすることが好ましい。
　焼入れは、マルテンサイト変態を促進するため、冷却速度を５０℃／ｓ以上とし、１０
０℃以下まで冷却することが好ましい。
　焼入れ時の冷媒は、低温である方がよく、１００℃以下が好ましく、８０℃以下がより
好ましい。一方、冷媒温度の下限は、残留オーステナイト量を精密に制御するため、４０
℃とすることが好ましい。
　冷媒は、オイル、水溶性焼入れ剤、水など、焼入れが可能な冷媒であれば、特に限定さ
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　また、冷却時間は、オイルテンパー処理や高周波熱処理のように短くてもよい。残留オ
ーステナイトを極端に少なくするためには、低温での保持時間を過度に長くすることや、
冷媒温度を３０℃以下とすることは避ける方が好ましい。即ち、焼入れは５分以内に終了
させることが好ましい。
　焼入れ後、焼戻しを行う。焼戻しは、炭化物の成長を抑制するため、加熱速度を１０℃
／ｓ以上、保時時間を１５分以下とすることが好ましい。
　ばね用鋼線を冷間コイリングによって所望のばね形状に加工し、歪取り焼鈍を施し、更
に、窒化処理及びショットピーニングを施して、ばねを製造する。
　冷間コイニングされた鋼線は、歪取り焼鈍や窒化処理などにより、再加熱される。その
際、従来の高強度ばね用鋼線においては、その内部は軟質化するため、ばねとしての性能
が低下する。
　しかしながら、本発明の高強度ばね用鋼線においては、鋼線に窒化処理を５００℃程度
の高温で施しても、窒化処理後の鋼線は、十分な硬度を保持している。
　即ち、本発明の高強度ばね用鋼線を素材とすれば、高強度ばねの表層から５００μｍ深
さのビッカース硬度を、ＨＶ５７０以上とすることが可能である。なお、ばねの表層から
５００μｍ深さでビッカース硬度を測定するのは、窒化処理及びショットピーニングによ
る硬化の影響がない母材のビッカース硬度を評価するためである。
【実施例】
【０００９】
　次に、本発明を実施例でさらに説明するが、実施例での条件は、本発明の実施可能性及
び効果を確認するために採用した一条件例であり、本発明は、この一条件例に限定される
ものではない。本発明は、本発明の要旨を逸脱せず、本発明の目的を達成する限りにおい
て、種々の条件を採用し得るものである。
　表１及び２に示した成分を有する鋼を溶製し、鋳造して鋼片を製造した。なお、成分の
値は、下位の桁数を四捨五入して求めた値である。
　試料は、２５０ｔｏｎの転炉で精錬し、連続鋳造してビレットとするか、又は、２ｔｏ
ｎの真空溶解炉で溶製し、鋳造した後、鋳片を１２００℃に加熱して圧延し、ビレットと
した。
　得られた鋼片を熱間圧延し、直径８ｍｍの圧延線材とした。伸線加工により、直径４ｍ
ｍの伸線材とした。その際、伸線し易い組織とするために伸線前にパテンティングした。
パテンティングにおける加熱温度は十分に炭化物等が固溶するように９００℃以上に加熱
することが望ましく、発明例は９３０～９５０℃で加熱し、パテンティングした。
　パテンティング及び伸線した鋼線の引張強度を調整するため、焼入れ焼戻し処理を施し
、ばね用鋼線を製造した。
　なお、伸線加工で断線が生じた試料（Ｎｏ．３０、３２、３６）には、焼入れ焼戻し処
理を施していない。
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【表１】



(13) JP 5591130 B2 2014.9.17

10

20

30

40

50

【表２】

　表３及び４に製造条件を示す。一部の伸線材には、連続的に伸線材を加熱炉(輻射炉)で
加熱し、オイル槽内を通線して焼入れし、加熱した鉛槽などを通貨させて焼戻しを行う、
いわゆるオイルテンパー処理（ＯＴ処理）で焼入れ焼戻し処理を行った。この場合は、伸
線材を通線する加熱炉の温度は９５０℃、加熱時間は１５０秒、オイル槽の温度は５０℃
とした。
　また、伸線材を高周波加熱し、水中に焼入れ、連続的に再度高周波加熱して焼戻す、高
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周波焼入れ焼戻し（ＩＱＴ処理）では、加熱温度を１０００℃、加熱時間を１５秒とした
。焼入れ後の伸線材を、４００～５００℃で、１分加熱して焼戻し、引張強度を調整した
。
　なお、表４の焼入れ加熱温度及び熱処理方法の欄の「－」は、伸線加工で断線が生じ、
焼入れ焼戻し処理を行っていないことを意味する（Ｎｏ．３０、３２、３６）。
【表３】
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【表４】

　得られたばね用鋼線から試料を採取し、旧オーステナイト粒度、残留オーステナイトの
体積率、炭化物の評価、引張試験、ノッチ曲げ試験、ビッカース硬さ試験に供した。
　疲労特性は、ばねの製造を模擬した処理（以下、ばね製造処理という。）として、加工
後のばねに施す窒化処理を模した熱処理（５００℃、６０分）、ショットピーニング（カ
ットワイヤーの直径０．６ｍｍ、２０分）及び低温歪取り処理（１８０℃、２０分）を施
して評価した。
　旧オーステナイト粒度番号は、ＪＩＳ　Ｇ　０５５１に準拠して測定した。炭化物の円
相当径及び存在密度は、電解エッチングを施した試料を用いて、ＳＥＭ組織写真を撮影し
、画像処理して測定した。
　残留オーステナイトの体積率は、磁気測定法によって測定した。
　ビッカース硬さは、ＪＩＳ　Ｚ　２２４４に準拠して測定した。また、高温での窒化処
理を模擬した熱処理として、５００℃で１時間保持する加熱処理を行った試料のビッカー
ス硬さも、同様にして測定した。ＪＩＳ　Ｚ　２２０１の９号試験片を用いて、ＪＩＳ　
Ｚ　２２４１に準拠して測定した。
　疲労試験は中村式回転曲げ疲労試験であり、１０本のサンプルが５０％以上の確率で１
０７サイクル以上の寿命を示す最大負荷応力を平均疲労強度とした。
　ノッチ曲げ試験は、冷間コイリング性を評価する試験であり、以下のようにして行った
。図２に示す、先端の角度が１２０°であるポンチ２を用いて、試験片に最大深さ３０μ
ｍの溝（ノッチ）を設けた。なお、図３に示すように、ノッチは、試験片３の長手方向の
中央部に、長手方向と直角に設けた。
　次に、図４に示すように、ノッチ４の反対側から、押金具５により最大引張応力の荷重
Ｐを負荷し、３点曲げ変形を加えた。なお、押金具の先端の曲率半径ｒは４．０ｍｍとし
、支え間の距離Ｌは、Ｌ＝２ｒ＋３Ｄとした。ここで、Ｄは試験片の直径である。
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　ノッチ部から破断するまで曲げ変形を加え続け、破断時の曲げ角度（ノッチ曲げ角度）
を図５に示したようにして測定した。
　なお、試験片が分離した場合は、破断部を付き合わせて、ノッチ曲げ角度を測定した。
本発明では、ノッチ曲げ角度が２８゜以上のものを、冷間コイリング性が良好であると判
断した。
　表５及び６に、旧オーステナイト粒度番号、残留オーステナイト量（体積％）、炭化物
の円相当径と存在密度、引張強度、ノッチ曲げ角度、平均疲労強度及び焼鈍前後のビッカ
ース硬さを示す。
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【表６】

　表５に示したように、本発明の高強度ばね用鋼線は、引張強度が高く、冷間コイリング
性が良好であり、焼戻し軟化特性が良好であり、また、ばね製造処理後の疲労特性（以下
、ばね疲労特性という。）にも優れている。したがって、本発明の高強度ばね用鋼線を素
材とすれば、疲労特性に優れる高強度ばねを製造することができることを確認できた。
　一方、表６には、本発明の範囲外である比較例を示した。
　Ｎｏ．１９はＣ量が不足し、強度が低下した例であり、ばね疲労特性及び焼戻し軟化抵
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ないが、冷間コイリング性は良好である。一方、Ｎｏ．２０は、Ｃ量が過剰であり、強度
は高いものの、球状炭化物の増加及び粗大化や、残留オーステナイト量が増加し、冷間コ
イリング性及びばね疲労特性が低下している。
　Ｎｏ．２１は、Ｓｉ量が少ない例であり、焼戻し軟化抵抗が低下している。一方、Ｎｏ
．２２は、Ｓｉ量が過剰であり、冷間コイリング性が低下した例である。
　また、Ｎｏ．２３は、Ｍｎ量が少なく、残留オーステナイトが不足して、冷間コイリン
グ性が低下した例である。一方、Ｎｏ．２４は、Ｍｎ量が過剰であり、残留オーステナイ
トが増加し、加工誘起マルテンサイトの生成によって冷間コイリング性が低下した例であ
る。
　Ｎｏ．２５はＣｒ量が少なく、強度が低下した例である。一方、Ｎｏ．２６はＣｒ量が
過剰であるため、比較的微細な球状炭化物が増加して、冷間コイリング性及びばね疲労特
性が低下した例である。
　また、Ｎｏ．２７はＶ量が少なく、旧オーステナイトの粒径が大きくなり、残留オース
テナイトが不足した例である。この場合、コイリング性などは良好であるが、ばね疲労特
性が十分ではなく、また、焼鈍後の硬さも十分ではなかった。Ｎｏ．２８は、Ｖが多く、
残留オーステナイトが過剰に発生し、比較的微細な球状炭化物が増加して、冷間コイリン
グ性が低下した例である。また焼鈍後のばね疲労特性も発明例に劣った。未溶解炭化物中
に多くのＶが消費されていたため、焼鈍時の硬さも十分ではない。
　Ｎｏ．２９はＭｏ量が少なく、Ｎｏ．３１はＷ量が少なく、焼戻し軟化抵抗が劣化した
例である。一方、Ｎｏ．３０はＭｏ量が多く、Ｎｏ．３２はＷ量が多く、伸線時に断線し
、高強度ばね用鋼線が得られなかった例である。Ｎｏ．３５は、Ｍｏ及びＷの含有量の合
計が少なく、焼戻し軟化抵抗が劣化した例であり、疲労強度も不十分である。一方、Ｎｏ
．３６は、Ｍｏ及びＷの含有量の合計が多く、伸線時に断線し、高強度ばね用鋼線が得ら
れなかった例である。
　Ｎｏ．３３は、Ｍｎ及びＶの含有量の合計が少なく、残留オーステナイト量が不足し、
冷間コイリング性が低下した例である。一方、Ｎｏ．３４は、Ｍｎ及びＶの含有量の合計
が多く、残留オーステナイト量が増加し、加工誘起マルテンサイトに起因して冷間コイリ
ング性が低下した例である。
【産業上の利用可能性】
【００１０】
　前述したように、本発明によれば、冷間コイリング性に優れ、かつ、優れた軟化抵抗に
優れた高強度ばね用鋼線を提供することができるため、耐久性に優れた高強度ばねを得る
ことができ、ばねを使用した機械部品の小型化に寄与する。本発明は、工業上、利用価値
の高いものである。
【符号の説明】
【００１１】
１　球状炭化物
２　ポンチ
３　試験片
４　ノッチ
５　押金具
Ｐ　荷重
Ｌ　支え間の距離
θ　ノッチ曲げ角度
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